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「奈良市総合防災訓練」を 9 月 1 日（防災の日）に実施 

 

 近年、多発している大規模な自然災害、特に突然襲ってくる地震に対しては、市の「公

助」による対策、対応には限界があり、地域による「共助」、市民自身による「自助」

が不可欠です。 

本市におきましても、各地区で個別に自主防災防犯組織、自治連合会、自治会などに

よる防災訓練が実施されていますが、実際の大災害時を想定し、市、地域、市民が参加

し「公助」、「共助」、「自助」の連携を実践する機会として、また、市民に訓練への参加

と防災意識の高揚を促す機会として、本市としては初の「市全域での一斉開催」による

「奈良市総合防災訓練」を、「防災の日」である 9 月 1 日（日）に実施します。 

 

 

 今回の「奈良市総合防災訓練」では、避難所施設で地域、市民、市職員が参加 

する「市民いっせい避難訓練」と、災害対策本部（本部長：市長）職員が参加 

する「災害対策本部運営訓練」を行う。 

 「市民いっせい避難訓練」は、市内すべての地区（計 50 地区）で 1～3 箇所の 

避難所を開設（計 57 箇所）。市民の避難訓練、避難所配置職員と地区自主防災防 

犯組織による避難所での避難者受付訓練を行う。 

 市役所においては市長を本部長とする「災害対策本部運営訓練」を行う。 

 奈良盆地東縁断層帯地震（マグニチュード 7.5、震度 7）を想定し、避難所配置

職員、災害対策本部職員の招集、市民へのエリアメール、防災行政無線、防災 

情報メールによる地震発生と避難の呼びかけなど、実際の地震発生に沿った訓練

として実施。 

 

１ 目 的 

  市民、自主防災組織、防災関係機関、市職員による総合防災訓練を実施することで、

市民の防災・減災意識の高揚、自主防災組織、防災関係機関との連携強化、災害対策

本部、避難所配置職員等本市職員の災害対応能力の向上により、市全体の地域防災力

を高め、「災害に強いまち」づくりを目指す。 



 

２ 実施日時   令和元年 9 月 1 日（日）午前 8 時～午後 0 時 30 分 

         詳細は、別紙 1 のとおり。 

 

３ 実施場所 

 (1) 「市民いっせい避難訓練」及び避難所開設訓練 

 別紙 2「総合防災訓練 避難所開設場所一覧」のとおり。 

 ※取材をしていただく避難所としては、済美小学校を予定しています。 

（2）災害対策本部運営訓練 

   市役所北棟２階第 16 会議室 

（東部出張所、都 行政センターはテレビ会議システムを利用し訓練参加） 

（3）その他 

   (1)以外に、引き続き地区独自の防災訓練等を行う避難所もあります。 

 

４ 参加者等 

(1) 「市民いっせい避難訓練」及び避難所開設訓練 

・市民等 

・避難所配置職員（各避難所 2 名、計 114 名を予定） 

・各地区自主防災防犯組織等 

(2) 災害対策本部運営訓練 

・災害対策本部、本部事務局（危機管理課）   別紙 3 のとおり 

・避難所部（教育委員会） 

・奈良県警察連絡調整者 

・陸上自衛隊第 7 施設群連絡調整者 

・航空自衛隊幹部候補生学校連絡調整者 

 

５ 本市における近年の主な防災訓練と参加者数等  別紙 4 のとおり【作成中】 

 

 



別紙 1 

 

時刻 
「市民いっせい避難訓練」 

及び避難所開設訓練 
災害対策本部運営訓練 

8:00 

 

 

 

 

 

 

 

 

【危機管理課】 

・災害対策本部参集連絡 

・避難所配置職員に対し避難所参集 

 をメール連絡 

【避難所配置職員】 

到着次第、自主防災防犯組織ととも

に避難所開設を開始 

 

9:00～ 
 

・災害対策本部要員集合 

9:30 

 

 

【危機管理課】 

同報系防災行政無線、緊急速報メール、防災情報メール一斉伝達 

【市民】 一斉避難開始 

～10:00 

 

 

 

 

 

 

※取材対応避難所：済美小学校 

【避難所配置職員】 

・自主防災防犯組織とともに避難所 

開設完了 

・避難者受付訓練を開始 

・避難者数等、避難状況を避難所部 

に無線等で連絡 

【避難所部】 

・各避難所の情報収集 

 

 

 

 

 

11:00  災害対策本部会議（第 16 会議室） 

12:15  市長記者発表(第 16 会議室) 

12:30 「奈良市総合防災訓練」終了 

 



別紙 2 

総合防災訓練 避難所開設場所一覧 

一次避難所 二次避難所、他 一次避難所 二次避難所、他 

飛鳥小学校 ― ― 神功小学校 

済美小学校 ― 右京小学校 ― 

済美南小学校 ― ― 朱雀小学校 

鼓阪小学校 ― 左京小学校 － 

佐保小学校 ― 佐保台小学校 － 

鼓阪北小学校 ― (旧) 並松小学校 ― 

椿井小学校 ― ― ※ 吐山公民館 

大宮小学校 ― 都 小学校 ― 

佐保川小学校 ― (旧) 六郷小学校 ― 

大安寺西地域ふれあい

会館 

大安寺西小学校、三笠

中学校 

一次避難所 

50 箇所 

二次避難所 

7 箇所 

東市小学校、東人権文化

センター、横井児童館 

― 
合計 57 箇所 

明治小学校 ―   

辰市小学校、南人権文化

センター 

― ※吐山公民館は指定避難所ではありません 

が、(旧)吐山小学校の配置職員を派遣し 

ます。 

 

「奈良市総合防災訓練」にあわせて、地域

が独自に行う訓練を実施する地区もがあり

ます。 

※避難所配置職員の派遣はありません。 

・飛鳥公民館 

・京西公民館平松分館 

・宝来町公民館 

・平城小学校 

 

 

帯解小学校 ― 

南部公民館精華分館 ― 

大安寺小学校 ― 

伏見小学校、伏見公民館 ― 

伏見南小学校 ― 

西大寺北地域ふれあい

会館 

― 

京西公民館 六条小学校 

あやめ池小学校 ― 

都跡小学校 ― 

平城公民館 ― 

西部公民館 ― 

富雄南公民館 ― 

富雄第三小中学校 ― 

三碓小学校 ― 

登美ヶ丘公民館 ― 

東登美ヶ丘小学校 ― 

登美ヶ丘中学校 ― 

鶴舞小学校 － 

二名小学校 ― 

青和小学校 ― 

富雄北小学校 ― 

― 鳥見小学校 

田原公民館 ― 

柳生小学校 ― 

興東公民館 ― 

東里地域ふれあい会館 ― 

興東公民館狭川分館 ― 

月ヶ瀬公民館 ― 

 



別紙 3 

奈良市災害対策本部運営訓練参加者一覧 

本部長：市長   副本部長：向井副市長、西谷副市長 

本部長付：法令遵守監察監、最高情報統括責任者、教育長、消防局長及び企業局長 

部名 部長・副部長 班名 班長 

本部事務局 

    ※１ 

部長 危機管理監 

部長付 危機管理監付参事 
本部事務班 危機管理課長 

総合調整部 
部長 総合政策部長 

副部長 総務部理事 

総括班 総合政策課長 

広報班 秘書広報課長 

職員班 人事課長 

地域班 

西部出張所長 

月ヶ瀬行政センター所長 

都 行政センター所長 

東部出張所長 

北部出張所長 

総務部 部長 総務部長 

総務対策班 総務課長 

会計・契約班 契約課長 

調査班 市民税課長 

土木復旧部 
部長 建設部長 

副部長 都市整備部長 

土木復旧第一班 道路維持課長 

土木復旧第二班 都市計画課長 

保健救護部 
部長 健康医療部長 

副部長 看護専門学校長 

保健救護班 医療政策課長 

衛生班 生活環境課長 

援護部 部長 福祉部長 援護班 福祉政策課長 

市民支援部 

部長 市民部長 

副部長 子ども未来部長 

副部長 観光経済部長 

市民支援班 地域づくり推進課長 

観光経済支援班 観光戦略課長 

環境部 部長 環境部長 環境班 環境政策課長 

消防部 部長 消防局次長 消防班 総務課長 

水道部 
部長  経営部長 

副部長 事業部長 

総務班 経営企画課長 

給水班 給排水課長 

復旧班 水道計画課長 

水源班 送配水管理センター所長 

避難所部 

 ※２ 

部長 教育部長 

副部長 議会事務局長 

避難所統括班 教育総務課長 

避難所支援班 学校教育課長                

炊出し・食糧班 市民課長 

11 部 
部長 11 名、副部長 7 名、 

部長付 2 名 
24 班 班長 28 名 

予定人数 

本部長 副本部長 本部長付 部長・副部長等 班長 左記以外の本部事務局、避難所部等

含め、合計 約 80 名 1 名 2 名 5 名 20 名 28 名 



別紙 4 

本市における近年の主な防災訓練と参加者数等 

 

１ 「防災訓練（図上訓練）」（平成 24 年度） 

奈良市職員を対象に関係機関の参加協力を得て、奈良盆地東縁断層帯を震源とする地震想

定の図上訓練を通じ、災害発生時の情報収集、整理・分析、指揮等を訓練し、初動活動期に

おける迅速・的確な応急対策がとれる体制の強化を図ることを目的に実施。 

 

（１）日 時   平成 25 年 2 月 3 日（日）午前 8 時 30 分～午後 5 時 15 分 

（２）場 所   市役所中央棟 6 階正庁 

（３）参加者 

   市長、副市長、危機管理監、消防長、災害対策本部各部部長及び部員 138 名 

 

２ 「奈良市帰宅困難者訓練」（平成 26 年度） 

南海トラフ巨大地震やその他の災害時には大勢の帰宅困難者が発生（平成 22 年の国勢調査 

では、奈良市から大阪府内に通勤通学する市民は約 4 万 4 千人、うち大阪市内は 2 万 9 千人）

発生する可能性の高いことが予想されることを想定して、奈良市・大東市・四条畷市・生駒

市の 4 市が連携し、帰宅困難者訓練を実施した。 

（１）日 時   平成 26 年 11 月 2 日（日）午前 8 時～午後 3 時 

（２）参加者   4 市で合計 282 人 

（内訳 市民 97 人(奈良市 47 人・生駒市 50 人)、職員 185 人（奈良市 56

人・生駒市 69 人・大東市 33 人・四条畷市 27 人） 

（３）訓練コース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

３ 奈良市防災訓練 「避難所開設訓練」（平成 27 年度） 

「奈良市避難所運営ガイドラン」に基づき、避難所開設の初期段階における避難所配置職

員、避難所施設管理者及び自主防災防犯組織を対象に避難所開設・運営のモデル訓練を、佐

保川地区自主防災・防犯会の協力を得て実施。 

（１）日時   平成 27 年８月 23 日（日）午前 8 時 30 分～正午 

（２）場所   奈良市立佐保川小学校 

（３）参加者  234 名 

（内訳 市職員 79 名、避難所施設管理者等 44 名、自主防災防犯組織会長    

等 51 名、佐保川自主防災防犯会役員 60 名） 


